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苫前町店舗リフォーム補助金交付要綱

（目的）
第１条 この要綱は、店舗のリフォーム工事費の一部を助成することによ
り、店舗の機能の維持又は向上を図り、もって商業の振興を促進すると
ともに、本町の地域経済の活性化に寄与することを目的とする。

（定義）
第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、次の号に定めると
ころによる。

（１） 店舗 本町において、別表１に定める業種による営業（風俗営業
等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２
２号）第２条第１項及び第５項に規定する営業を行うものを除く。）
の用に供される施設をいう。

（２） 中小企業者等 次のアからウのいずれかに該当するものをいう。
ア 資本の額又は出資の額が５千万円以下の会社並びに常時使用す
る従業員の数が５０人以下の会社及び個人であって、小売業に属
する事業を主たる事業として営む者

イ 資本の額又は出資の額が５千万円以下の会社並びに常時使用す
る従業員の数が１００人以下の会社及び個人であって、サービス
業及び不動産賃貸業に属する事業を主たる事業として営む者

ウ 商店街の振興及び町民生活の向上に寄与すると認められる公益
法人、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等の法人又は団体

（補助金の内容）
第３条 町長は、中小企業者等が店舗のリフォーム工事を行った場合は、
工事費の一部を補助するため、予算の範囲内で、補助金を交付すること
ができる。

２ この要綱による補助の回数は、同一の申請者に対して原則として１回
とする。ただし、町長が特に必要と認めるときは、この限りでない。

（補助金の交付対象者）
第４条 店舗のリフォーム工事に対して補助金の交付を受けることができ
る者（以下「対象者」という。）は、リフォーム工事を行う店舗の所有
者又は賃借人であって、次に掲げる要件のいずれにも該当する者とする。

（１） 苫前町内に住所を有する者
（２） 現に第２条第１項第１号に定める店舗で事業を１年以上継続して

営業活動を行っている者
（３） 町商工会の会員である者
（４） 町税その他町の収入金を滞納していない者
２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は、補助金の
交付対象者にはしないものとする。

（１） 対象者が苫前町空き地空き店舗活用事業補助金要綱、苫前町店舗
新築事業補助金交付要綱及び苫前町安心快適住まいづくり促進条例
（平成２４年苫前町条例第１２号）の規定により過去に補助金の交
付を受けている場合
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（２） 第９条に規定する補助金の交付決定の日から１年以内に事業の用
に供しない場合

（３） その他町長が不適当であると認める場合

（補助金の交付対象となる店舗）
第５条 補助金の交付対象となる店舗は、町内に建設されている店舗とす
る。

（補助金の交付対象となるリフォーム工事の種類等）
第６条 補助金の交付対象となる店舗のリフォーム工事の種類は、次に掲
げるものとする。

（１） 店舗の内外装のリフォーム
（２） 店舗と併せて行う共用部分の外装リフォーム
（３） その他店舗に係るリフォームで別表２に定めるもののほか、看板

・サイン・照明工事、外構工事を含むものとする。
２ 前項第３号に規定する外構工事を単独で実施するものは、交付対象外
とする。

（補助金の交付対象となる工事費）
第７条 補助金の交付対象となる店舗のリフォーム工事費（消費税等を除
く。）は、３０万円以上とする。

（補助金の額等）
第８条 補助金の額は、町内に事業所（本社又は支店等）がある法人又は
町内に住所のある個人事業所で施工したリフォーム工事費（消費税等を
除く。）の５分の１以内に相当する額とする。ただし、補助金の額に１，
０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとし、補助
金の額が２０万円を超える場合は、最大２０万円を上限とする。

（補助金の交付申請）
第９条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、
店舗のリフォーム工事の着手前に苫前町店舗リフォーム補助事業交付申
請書（別記様式第１号）に次に掲げる関係書類を添えて、町長に申請し
なければならない。ただし、貸借人が申請する場合は、所有者の承諾書
を添付しなければならない。

（１） 住民票（戸籍謄本又は法人登記簿謄本）
（２） リフォーム工事計画図
（３） 工事費内訳書
（４） 工事請負契約書又は見積書の写し
（５） リフォーム工事の着手前の写真
（６） 町税その他町の収入金の完納状況が確認できる資料
（７） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めるもの

（補助金の交付決定）
第１０条 町長は、前条の規定による申請があったときは、速やかに補助
の可否を決定し、苫前町店舗リフォーム補助事業交付決定（却下）通知
書（別記様式第２号）により、申請者に通知するものとする。
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（申請の変更）
第１１条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決
定者」という。）は、決定を受けた内容を変更しようとするときは、苫
前町店舗リフォーム補助事業変更承認申請書（別記様式第３号）に次に
掲げる関係書類を添えて、あらかじめ町長に変更の承認を申請しなけれ
ばならない。

（１） リフォーム工事変更計画図
（２） 工事費変更内訳書
（３） 工事請負契約書又は見積書の写し
（４） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めるもの
２ 町長は、前項の規定による変更の承認の申請があったときは、その内
容を審査し、変更の可否を決定し、苫前町店舗リフォーム補助事業変更
承認（不承認）通知書（別記様式第４号）により、交付決定者に通知す
るものとする。

（中止の届出）
第１２条 交付決定者は、決定を受けた店舗のリフォーム工事を中止しよ
うとするときは、苫前町店舗リフォーム補助事業工事中止届（別記様式
第５号）により、町長に届け出なければならない。

（着手の届出）
第１３条 交付決定者は、店舗のリフォーム工事に着手したときは、苫前
町店舗リフォーム補助事業工事着手届（別記様式第６号）に次の関係書
類を添えて、速やかに町長に届け出なければならない。

（１） リフォーム工事の着手前の写真

（完了届等）
第１４条 交付決定者は、店舗のリフォーム工事が完了したときは、苫前
町店舗リフォーム補助事業工事完了届（別記様式第７号）に次に掲げる
関係書類を添えて、速やかに町長に届け出なければならない。

（１） リフォーム工事の着手前、工事中及び完成時の写真
（２） リフォーム工事に要した費用の請求書又は領収書の写し
（３） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めるもの
２ 町長は、前項の規定による届出があったときは、届出を受けた日から
１４日以内に、補助金の交付決定の内容に適合するものであるかどうか
の検査を当該職員に行わせるものとする。

（補助金の額の確定等）
第１５条 町長は、前条第２項に規定する検査の結果、補助金の交付決定
の内容に適合すると認めたときは、補助金の額を確定し、苫前町店舗リ
フォーム補助事業補助金額確定通知書（別記様式第８号）により、交付
決定者に通知するものとする。

２ 町長は、前項の規定による補助金の額を確定した後に、交付決定者か
らの苫前町店舗リフォーム補助事業請求書（別記様式第９号）による請
求により、補助金を交付するものとする。
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（補助金の交付決定の取消）
第１６条 町長は、交付決定者が偽り、その他不正の手段で補助金の交付
を受けたときは当該補助金の交付決定額の全部又は一部を取り消すこと
ができる。

２ 前項の規定は、交付すべき補助金の額の確定後においても適用するも
のとする。

（補助金の返還）
第１７条 町長は、補助金の交付の決定を取り消したとき、既に交付して
いる補助金を期間を定めて返還を命ずるものとする。

２ 町長は、前項の返還英霊に係る補助金の交付決定の取り消しが、やむ
を得ない事情があると認めたときは、返還の期限を延長し、又は返還命
令の全部若しくは一部を取り消すことができる。

（その他）
第１８条 この要綱の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。

附 則
この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。
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別表１（第２条第１項第１号関係）

大分類 中分類 小分類

Ｉ卸売業、小売業 ５６各種商品小売業 ５６９その他の各種商品小売業

（従業者が常時５０人未満の

もの）

５７織物・衣類・身の回 ５７０管理、補助的経済活動を行

り品小売業 う事業所を除く左記分類業

種

５８飲食料品小売業 ５８０管理、補助的経済活動を行

う事業所を除く左記分類業

種

５９機械器具小売業 ５９０管理、補助的経済活動を行

う事業所を除く左記分類業

種

６０その他の小売業 ６００管理、補助的経済活動を行

う事業所を除く左記分類業

種

Ｋ不動産業、物品賃 ６９不動産賃貸業・管理 ６９２貸家業、貸間業

貸業 業

７０物品賃貸業 ７０９その他の物品賃貸業のうち

音楽・映像記録物賃貸業

Ｌ学術研究、専門・ ７４技術サービス業（他 ７４６写真業

技術サービス業 に分類されないもの）

Ｍ宿泊業、飲食サー ７５宿泊業 ７５１旅館、ホテル

ビス業 ７６飲食店 ７６１食堂、レストラン（専門料

理店を除く）

７６２専門料理店（料亭を除く）

７６３そば・うどん店

７６４すし店

７６７喫茶店

７６９その他の飲食店

７７持ち帰り・配達飲食 ７７１持ち帰り飲食サービス業

サービス業 ７７２配達飲食サービス業

Ｎ生活関連サービス ７８洗濯・理容・美容・ ７８１洗濯業

業、娯楽業 浴場業 ７８２理容業

７８３美容業

７８４一般公衆浴場業

７８９その他の洗濯・理容・美容

・浴場業

７９その他の生活関連サ ７９３衣服裁縫修理業

ービス業 ７９９他に分類されない生活関連

サービス業のうち食品賃加

工業

８０娯楽業 ８０９その他の娯楽業のうちカラ

オケボックス業
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別表２（第６条第１項第３号関係）

修繕及び １ 店舗の耐久性を高めるための工事で、次の各号に掲げる工事とする。

模様替え （１） 基礎、土台、外壁、柱、ひさし、屋根、床、内壁、天井等の修繕

工事

（２） 塗装工事

（３） 建物の嵩上げ工事又は床を高くする工事

（４） その他耐久性を高めるために必要な工事

２ 店舗の安全上又は防災上必要な工事で、次の各号に掲げる工事とする。

（１） 基礎若しくは土台の敷設工事又は補強工事

（２） 柱、はり等について有効な補強を行う工事

（３） 筋かい、火打ちなどによる補強工事

（４） 外壁を防火構造とする等防火性能を高める工事

（５） 屋根を不燃材料で葺き替える等の工事

（６） 避難設備、防火設備及び換気設備の設備工事

（７） その他安全上又は防炎上必要な工事

３ 店舗の営業環境を良好にするための工事又は店舗の衛生上必要な工事

で、次の各号に掲げる工事とする。

（１） 間取りの変更等模様替えを行う工事

（２） 開口部等を設ける工事

（３） 台所又は便所を改良する工事

（４） 建具の取り替え等の工事

（５） 壁紙の張り替え工事

（６） 断熱構造化工事及び遮音工事

（７） その他営業環境を良好にするため、又は店舗の衛生上必要な工事

４ 店舗の環境性能を良好にする工事で、次の各号に掲げる工事とする。

（１） 太陽光発電施設を設置する工事

（２） 高効率給湯器を設置する工事

（３） オール電化工事

（４） その他環境性能を良好にするために必要な工事


